
第46期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連結注記表
個別注記表

（2021年７月１日から2022年６月30日まで）

株式会社テー・オー・ダブリュー

上記事項につきましては、法令及び定款第14条の規定に基づき、当社のウェブサイト
（https://tow.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆様に提供しております。
なお、上記事項は、監査等委員会及び会計監査人が監査報告を作成する際に行った監査の対象
に含まれております。
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連 結 注 記 表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等）
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の状況

連 結 子 会 社 の 数……………………… １社
連結子会社の名称……………………… 株式会社ティー・ツー・クリエイティブ

（2）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

２．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの……… 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）
市 場 価 格 の な い 株 式 等……… 移動平均法による原価法

ロ．棚卸資産
未成業務支出金…………………………… 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産…………………………… 定率法。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並

びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法
を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８年～47年
工具、器具及び備品 ４年～15年

（リース資産を除く）

ロ. 無形固定資産…………………………… ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法であります。（リース資産を除く）

ハ. リ ー ス 資 産…………………………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
イ．賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

ロ．役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

ハ．受注損失引当金
当連結会計年度末に受注している案件のうち、損失の発生が見込まれるものについて、将来の損失に備えるため、その損失

見込額を計上しております。
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（4）退職給付に係る会計処理の方法
当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付

債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（5）重要な収益の計上基準
売上高
当社及び連結子会社の事業は単一セグメントでありますが、当社及び連結子会社の業務を「リアルイベント」「オンライ

ンイベント」「オンラインプロモーション」「その他」と分類しております。
リアルとオンラインのハイブリッド型等の配信型イベントについては、特性が実質的に同じであり顧客への移転のパター

ンが同じである複数の財又はサービスであるため、一連の別個の財又はサービスとして識別しております。
リアルイベントとは実際の会場に集客を行い開催するイベント等となります。このうち広報イベントや街頭イベント等に

関しては、イベントが終了した時点で、当該財又はサービスに対する支配が顧客に移転し、当社及び連結子会社の履行義務
が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。ポップアップストア等に関しては、当該財又はサービスに対
する支配が一定期間にわたり顧客に移転し、当社及び連結子会社の履行義務が充足されることから、履行義務の充足に係る
進捗度を見積り、収益を認識しております。
オンラインイベントとはオンライン上で期間や日時を限って開催されるイベント等となります。このうちウェビナー等に

関しては、イベントが終了した時点で、当該財又はサービスに対する支配が顧客に移転し、当社及び連結子会社の履行義務
が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。オンラインカンファレンスやｅスポーツ大会等に関しては、
一定期間にわたり当該財又はサービスが顧客に移転し、当社及び連結子会社の履行義務が充足されることから、履行義務の
充足に係る進捗度を見積り、収益を認識しております。
オンラインプロモーションとはＳＮＳやデジタル広告を用いるなど、オンライン上で顧客に対して宣伝・広報を行うもの

となります。このうち動画制作等に関しては、製品が納品された時点で、当該財又はサービスに対する支配が顧客に移転
し、当社及び連結子会社の履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。ＳＮＳアカウント運用や
デジタル広告運用等に関しては、一定期間にわたり当該財又はサービスが顧客に移転し、当社及び連結子会社の履行義務が
充足されることから、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、収益を認識しております。
その他は主に事務局運営等であり、一定期間にわたり財又はサービスが顧客に移転されることから、履行義務の充足に係

る進捗度を見積り、収益を認識しております。
一定期間にわたり収益を認識している履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、契約上の総出来高に対する実際出

来高の割合（アウトプット法）によっております。
取引価格については、顧客から受領する対価の総額を収益として認識しております。
なお、取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。
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（会計方針の変更に関する注記）
収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当連結会計
年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込ま
れる金額で収益を認識することとしております。
これにより、一定の期間にわたり履行義務が充足される契約については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、一定の期間に

わたり収益を認識し、一時点で履行義務が充足される契約については、履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、契約上の総出来高に対する実際出来高の割合（アウトプット法）によっ

ております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、当連結会

計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該
期首残高から新たな会計方針を適用しております。
この結果、当連結会計年度の売上高は42,829千円増加し、売上原価は39,885千円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益はそれぞれ2,944千円増加しております。
収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び

売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示することとしております。

時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当連結会

計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）
第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することと
しております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産の回収可能性
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 40,118千円
繰延税金負債 150,617千円
連結貸借対照表には、同一納税主体間の繰延税金資産と繰延税金負債を相殺した金額を計上しております。

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
将来の事業計画により見積られた将来の課税所得に基づき、税効果会計を適用し、繰延税金資産及び繰延税金負債を計上し

ております。当該課税所得が生じる時期及び金額は、将来の不確実な経済状況の変動によって影響を受ける可能性があり、実
際に生じた時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産及び繰延税金負債
に重要な影響を与える可能性があります。
また、新型コロナウイルス感染症の影響について、今後の拡大又は収束を予測することは困難な状況でありますが、翌連結

会計年度においても当社グループへの影響が一定の期間にわたり継続するものと仮定し、会計上の見積りを行っております。

― 3 ―

2022年08月24日 15時58分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



（連結貸借対照表に関する注記）
１．受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、連結注記表「（収益認識に関する
注記）３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報 契約資産の残高等」に記載しておりま
す。

２．ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未収額 524,395千円

３．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、「土地再評価差額金」
として純資産の部に計上しております。
再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第１号に定める地価公示価格に合理的な調整
を行う方法により算出しております。
再評価を行った年月 2001年６月30日
再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 4,815千円

４．当社グループにおいては、機動的な調達手段の確保により手元流動性を圧縮し、資金効率を高めることを目的として、取引銀行
４行と当座貸越契約を締結しております。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越極度額の総額 3,050,000千円
借入実行残高 840,000
差引額 2,210,000

５．有形固定資産の減価償却累計額 267,320千円

６．損失が見込まれる未成業務支出金と受注損失引当金は相殺表示しております。相殺表示した未成業務支出金に対応する受注損失
引当金の額は次のとおりであります。
未成業務支出金 3,951千円
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（連結損益計算書に関する注記）
顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との契約から生じる
収益の金額は、連結注記表「（収益認識に関する注記）１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報」に記載しております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

普通株式 48,969,096 － － 48,969,096

自己株式

普通株式 3,991,552 － 494,800 3,496,752
（注）普通株式の自己株式数の減少494,800株は譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分及びストックオプションの行使による

ものであります。

２．剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基 準 日 効力発生日

2021年９月24日
定時株主総会 普通株式 305,847 6.80 2021年６月30日 2021年９月27日

2022年２月８日
取締役会 普通株式 317,248 7.00 2021年12月31日 2022年３月７日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当金の総額
（千円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2022年９月22日
定時株主総会 普通株式 318,306 利益剰余金 7.00 2022年６月30日 2022年９月26日
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３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）当連結会計

年度期首
当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

2008年新株予約権
（注）２ 普通株式 120,000 － － 120,000 5,802
2013年新株予約権①
（注）２ 普通株式 148,000 － － 148,000 16,237
2013年新株予約権②
（注）２ 普通株式 60,000 － － 60,000 4,790
2013年新株予約権③
（注）２ 普通株式 40,000 － － 40,000 3,990
2016年新株予約権
（注）１ 普通株式 428,400 － 428,400 － －

合計 － 796,400 － 428,400 368,000 30,820
（注）１．2016年新株予約権の減少は、権利行使によるもの及び権利失効によるものであります。

２．2008年新株予約権及び2013年新株予約権①・②・③については、権利行使期間の初日が到来しておりません。

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取り組み方針

当社グループは、必要資金を主に銀行借入で調達しております。資金運用については、主に流動性の高い短期の預金で行っ
ております。なお、デリバティブ取引は行っておりません。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である電子記録債権、受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当

社グループの債権管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、取引先の信用状況を定期的にモニタ
リングし、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的にそ

の保有の妥当性を検証しております。
営業債務である電子記録債務及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。
借入金は、主に営業取引に係る資金調達であります。
営業債務や借入金などについては、当社グループでは各社が月次で資金繰計画を作成するなどの方法により、流動性リスク

を管理しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2022年６月30日（当期の連結決算日）現在の連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりです。

なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません（（注2）参照）。

連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券
その他有価証券 1,328,975 1,328,975 －

資産計 1,328,975 1,328,975 －
（注１）現金及び預金、電子記録債権、受取手形、売掛金、未収入金、電子記録債務、買掛金、短期借入金及び未払法人税等について

は、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しておりま
す。

（注２）市場価格のない株式等は、「投資有価証券 その他有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上
額は以下のとおりです。

区分 連結貸借対照表計上額（千円）
非上場株式 198,424

（注３）有価証券に関する事項
その他有価証券において、種類ごとの取得価額、連結貸借対照表計上額及びこれらの差額は以下のとおりです。

種類 連結貸借対照表計上額
（千円） 取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

（１）株式 1,294,943 128,071 1,166,872
（２）債券
①国債・地方債 － － －
②社債 － － －
③その他 － － －

（３）その他 34,031 24,889 9,141
小計 1,328,975 152,961 1,176,014

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

（１）株式 － － －
（２）債券
①国債・地方債 － － －
②社債 － － －
③その他 － － －

（３）その他 － － －
小計 － － －

合計 1,328,975 152,961 1,176,014
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（注４）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年内 １年超５年内 ５年超10年内 10年超

現金及び預金 8,590,452 － － －

電子記録債権 196,723 － － －

受取手形 208,482 － － －

売掛金 1,677,219 － － －

未収入金 528,399 － － －

合計 11,201,277 － － －

（注５）短期借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超

短期借入金 840,000 － － － － －

合計 840,000 － － － － －

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しておりま

す。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう

ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 1,294,943 － － 1,294,943
資産計 1,294,943 － － 1,294,943

（注１）投資信託の時価は上記に含めておりません。投資信託の連結貸借対照表計上額は34,031千円であります。

（注２）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価

に分類しております。
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（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
イベント・プロモーション事業

一時点で移転される財又はサービス
一定の期間にわたり移転される財又はサービス

5,175,631
5,958,396

顧客との契約から生じる収益 11,134,027

その他の収益 －

外部顧客への売上高 11,134,027

２．収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等) ２．会計方針

に関する事項（5）重要な収益の計上基準」に記載しております。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
契約資産の残高等

（単位：千円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権
受取手形
売掛金

208,482
1,677,219

契約資産 50,531
契約資産はイベント・プロモーション事業において、進捗度に応じて収益を認識することにより計上した対価に対する権利とし

て認識しており、対価に対する権利が無条件となった時点で債権に振り替えられます。
当連結会計年度の契約資産の残高に重大な変動はありません。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 231円21銭
２．１株当たり当期純利益 13円22銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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個 別 注 記 表
（重要な会計方針に係る事項）
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）子会社株式及び関連会社株式………… 移動平均法による原価法
（2）その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの………… 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

市 場 価 格 の な い 株 式 等………… 移動平均法による原価法
（3）棚卸資産

未成業務支出金………………………… 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有 形 固 定 資 産………………………… 定率法。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並

びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法
を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８年～47年
工具、器具及び備品 ４年～15年

（リース資産を除く）

（2）無 形 固 定 資 産………………………… ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法であります。（リース資産を除く）

（3）リ ー ス 資 産………………………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年
数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
（1）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。
（2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の金額に基づき、当事業年度末において発生していると
認められる額を計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法

を適用しております。
（3）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。
（4）受注損失引当金

当事業年度末に受注している案件のうち、損失の発生が見込まれるものについて、将来の損失に備えるため、その損失見込額
を計上しております。
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４．収益の計上基準
売上高
当社の事業は単一セグメントでありますが、当社の業務を「リアルイベント」「オンラインイベント」「オンラインプロモーシ

ョン」「その他」と分類しております。
リアルとオンラインのハイブリッド型等の配信型イベントについては、特性が実質的に同じであり顧客への移転のパターンが

同じである複数の財又はサービスであるため、一連の別個の財又はサービスとして識別しております。
リアルイベントとは実際の会場に集客を行い開催するイベント等となります。このうち広報イベントや街頭イベント等に関し

ては、イベントが終了した時点で、当該財又はサービスに対する支配が顧客に移転し、当社の履行義務が充足されることから、
当該時点で収益を認識しております。ポップアップストア等に関しては、当該財又はサービスに対する支配が一定期間にわたり
顧客に移転し、当社の履行義務が充足されることから、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、収益を認識しております。
オンラインイベントとはオンライン上で期間や日時を限って開催されるイベント等となります。このうちウェビナー等に関し

ては、イベントが終了した時点で、当該財又はサービスに対する支配が顧客に移転し、当社の履行義務が充足されることから、
当該時点で収益を認識しております。オンラインカンファレンスやｅスポーツ大会等に関しては、一定期間にわたり当該財又は
サービスが顧客に移転し、当社の履行義務が充足されることから、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、収益を認識しており
ます。
オンラインプロモーションとはＳＮＳやデジタル広告を用いるなど、オンライン上で顧客に対して宣伝・広報を行うものとな

ります。このうち動画制作等に関しては、製品が納品された時点で、当該財又はサービスに対する支配が顧客に移転し、当社の
履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。ＳＮＳアカウント運用やデジタル広告運用等に関して
は、一定期間にわたり当該財又はサービスが顧客に移転し、当社の履行義務が充足されることから、履行義務の充足に係る進捗
度を見積り、収益を認識しております。
その他は主に事務局運営等であり、一定期間にわたり財又はサービスが顧客に移転されることから、履行義務の充足に係る進

捗度を見積り、収益を認識しております。
一定期間にわたり収益を認識している履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、契約上の総出来高に対する実際出来高

の割合（アウトプット法）によっております。
取引価格については、顧客から受領する対価の総額を収益として認識しております。
なお、取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

（会計方針の変更に関する注記）
収益認識に関する会計基準等の適用
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度

の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる
金額で収益を認識することとしております。
これにより、一定の期間にわたり履行義務が充足される契約については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、一定の期間に

わたり収益を認識し、一時点で履行義務が充足される契約については、履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、契約上の総出来高に対する実際出来高の割合（アウトプット法）によっ

ております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、当事業年

度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高
から新たな会計方針を適用しております。
この結果、当事業年度の売上高は42,829千円増加し、売上原価は40,116千円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益はそれぞれ2,712千円増加しております。
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時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当事業年

度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第
44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとし
ております。なお、計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産の回収可能性
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金負債 150,617千円
貸借対照表には、繰延税金資産と繰延税金負債を相殺した金額を計上しております。

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
連結注記表「（会計上の見積りに関する注記） 繰延税金資産の回収可能性」に記載した内容と同一であります。

（貸借対照表に関する注記）
１．ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未収額 512,177千円

２．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、「土地再評価差額金」
として純資産の部に計上しております。
再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第１号に定める地価公示価格に合理的な調整
を行う方法により算出しております。
再評価を行った年月 2001年６月30日
再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 4,815千円

３．当社においては、機動的な調達手段の確保により手元流動性を圧縮し、資金効率を高めることを目的として、取引銀行４行と当
座貸越契約を締結しております。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越極度額の総額 2,650,000千円
借入実行残高 540,000
差引額 2,110,000

４．有形固定資産の減価償却累計額 228,818千円

５．関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権 8,265千円

６．損失が見込まれる未成業務支出金と受注損失引当金は相殺表示しております。相殺表示した未成業務支出金に対応する受注損失
引当金の額は次のとおりであります。
未成業務支出金 241千円
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（損益計算書に関する注記）
１．関係会社との取引高
（営業取引）
売上高 1,150千円
売上原価（外注費） 1,460,592千円
（営業外取引）
受取利息及び配当金 288,452千円
業務受託手数料 7,200千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度期首株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式 3,991,552 － 494,800 3,496,752
（注）普通株式の自己株式数の減少494,800株は譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分及びストックオプションの行使による

ものであります。

（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
会員権評価損 16,033千円
投資有価証券評価損 10,105
賞与引当金 6,356
役員退職慰労引当金 58,974
未払事業税 10,376
退職給付引当金 67,464
未払賞与 25,743
その他 52,304
繰延税金資産小計 247,357
評価性引当額 △38,939
繰延税金資産合計 208,418
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 359,035
繰延税金負債合計 359,035
繰延税金負債の純額 150,617

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差額の内訳
法定実効税率 30.6％
（調整）
交際費 2.1
受取配当金 △13.5
住民税均等割 0.7
役員賞与 0.8
その他 △0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 20.4
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（リース取引関係）
１．ファイナンス・リース取引
（借主側）
所有権移転外ファイナンス・リース取引
① リース資産の内容
有形固定資産 主として、事務用機器であります。

② リース資産の減価償却の方法
重要な会計方針に係る事項「２．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社等

（単位：千円）

種 類 会社等の名称 議決権等の
所 有 割 合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社
株 式 会 社
ティー・ツー・
クリエイティブ

所有
直接100.0％

イベントの制作・
運営・演出業務の
請負

イベントの制作・
運営・演出業務の
請負

1,460,592 関係会社
買掛金 349,369

受 取 配 当 金 288,204 － －

資 金 の 貸 付 300,000 － －

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等
案件ごとに価格交渉の上、取引条件を決定しております。また、資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に利
率を決定しております。

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「（収益認識に関する注記）」に記載のとおりであ
ります。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 222円48銭
２．１株当たり当期純利益 11円79銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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